
平成２１年１２月１１日

社団法人
 

全国信用金庫協会



郵政株式処分凍結法の成立にあたって

社団法人

 

全国信用金庫協会

 会 長 大 前 孝 治

 
本日、第１７３回臨時国会において「日本郵政株式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険

 会社の株式の処分の停止等に関する法律」が可決・成立しました。これに先立ち「郵政

 改革の基本方針（平成２１年１０月２０日閣議決定）」では、郵政事業の抜本的見直し

 について、具体的な内容をまとめた「郵政改革法案」（仮称）を次期通常国会に提出し

 成立を図る、としており、平成１９年１０月１日より進められてきた郵政民営化は、抜

 本的に見直されることになります。

 私ども信用金庫業界としては、郵政民営化にあたって、郵便貯金の規模の縮小、公正

 な競争条件の確保、地域金融への配慮、をかねてより強く主張してまいりました。

 今後の政府における郵政改革の検討等にあたっては、こうした点に十分留意し、政府

 出資が残る間に業務が拡大し民間金融機関の業務を圧迫することがないよう、また、利

 用者保護等内部管理態勢の徹底や更なる情報開示の充実等が図られる制度設計を行って

 いただくよう

 

強く期待するものであります。

 以 上
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①①
 

肥大化した規模の縮小肥大化した規模の縮小

⇒郵政改革における郵便貯金のあるべき姿はまずもって

適正規模まで縮小すること

②②
 

公正な競争条件の確保公正な競争条件の確保

⇒民業圧迫に配慮した業務展開を行うべきであり、業務

範囲の拡大は到底認められるものではない

③③
 

地域との共存地域との共存

⇒安易な中小企業金融への進出は、中小企業の経営内容

に悪影響を及ぼす可能性もある

④④
 

内部管理態勢等の整備・充実内部管理態勢等の整備・充実
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信用金庫業界の規模・業績の概況
―平成２１年３月末現在―

信用金庫数
 

279金庫

店舗数
 

7,671店

役職員数
 

11万4千人

会員数
 

931万人

信用金庫数
 

279金庫

店舗数
 

7,671店

役職員数
 

11万4千人

会員数
 

931万人

預金量
 

115兆円
〔前年同期比1.5%増加〕

貸出金
 

64兆円
〔前年同期比2.1%増加〕

〔うち中小企業向け貸出４２兆円〕

当期純利益△2,086億円

自己資本比率
 

11.80％

預金量
 

115兆円
〔前年同期比1.5%増加〕

貸出金
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〔前年同期比2.1%増加〕

〔うち中小企業向け貸出４２兆円〕

当期純利益△2,086億円

自己資本比率
 

11.80％

（注）計数は単位未満切り捨て、以下同じ。
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ゆうちょ銀行と信用金庫の比較
―２１年３月末現在―

（資料）ゆうちょ銀行ディスクロージャー誌2009、全信協調べ。
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